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２０４０年には、団塊世代及び団塊ジュニア世代が高齢者になっており、生産年齢人口が大きく減少する（ ２０１５年比）

２０４０年に向けた人口動向について
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※人口規模20万人以上を抜粋

２０４０年には、人口が町田市と同規模の自治体では、約１０～２０％減少する自治体が最も多い見込み。
町田市と同規模で人口が増加する自治体は、越谷市、柏市、調布市、西東京市、藤沢市などがある。

人口段階別 市町村の変動（2015→2040）【Ｈ30推計】
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２０４０年頃までの個別分野の課題【子育て・教育①】

２０１４年から２０３０年の間に、女性の労働参加が
増加していく見込みがある。

幼稚園ニーズは減少。保育所のニーズは今後も増加
していく見込み。
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２０４０年頃までの個別分野の課題【子育て・教育②】

1970～1980年代に急速に整備した学校が老朽化し、
更新時期を迎える。（約７割が築40～45年で改修対象）

児童生徒数の減少により、小規模校や廃校が
増加する。
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２０４０年頃までの個別分野の課題【医療・介護①】

東京圏では、県境を超えて介護施設等を利用。東京都が最も他県への依存度が高い。
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２０４０年頃までの個別分野の課題【医療・介護②】

高齢者の一人暮らしが増加していく。
介護人材の需給ギャップが拡大。東京では自治会等の
加入率が低く、地域の支えが弱いと考えられる。
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２０４０年頃までの個別分野の課題【インフラ・公共交通①】

老朽化したインフラ・公共施設が大幅に増加。
（建設後５０年以上経過）

乗り合いバス・鉄道の廃止路線が増加。
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２０４０年頃までの個別分野の課題【インフラ・公共交通②】

車利用の多い地方圏では、公共交通の高齢者利用は少なく、主要な利用者である高校生が減少すると、さらに民間事業
者の経営環境が悪化する恐れがある。
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２０４０年頃までの個別分野の課題【都市空間・防災】

都市では、人口減少により、「都市のスポンジ化」やＤＩＤ（人口集中地区）の低密度化が進行。
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２０４０年頃までの個別分野の課題【労働力①】

高齢者と女性、若者の労働参加が進まないと労働力不足が顕著に。（2030年に600万人の差）
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２０４０年頃までの個別分野の課題【労働力②】

高齢者と女性は、就業希望者に対し、有業者が少ない。

13



２０４０年頃までの個別分野の課題【産業・テクノロジー】

ロボットやＡＩ（人工知能）、生命科学と共存・協調する社会を構築する必要がある。
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２０４０年頃までの自治体行政の課題①

これまでの地方行革により職員数は減少。
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２０４０年頃までの自治体行政の課題②

人口減少が進む2040年頃にはさらに少ない職員数
での行政運営が必要になる可能性がある。

近年の採用数減により、職員数の山となっている団塊ジュニア
世代が2030年代に退職を迎えることを見据えた職員体制の整
備が求められる。
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２０４０年頃までの自治体行政の課題③

社会保障にかかる経費（民生費）や老朽化した公共施設・インフラの更新に要する費用（土木費・農林水産費・教育費）の
増大が想定される。歳入では、所得や地価が減少・下落すれば地方税収が減少する可能性がある。
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